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平成２９年度新城市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 平成２９年度新城市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

（資本的収入及び支出） 

第２条 予算第４条に定めた資本的収入の予定額を次のとおり補正する（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額２５１，４９５千円は、過年度分損益勘定留保資金 

２５１，４９５千円で補てんするものとする。）。 

（ 科 目 ）  （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ） 

収          入 

第１款 資本的収入      350,891 千円               2,498 千円       353,389 千円 

第４項 補助金            0 千円         2,498 千円       2,498 千円 

 

平成２９年 ８月２９日 提出 

新 城 市 長  穂 積 亮 次 



款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１　資本的 千円 千円 千円

　　収　　入 350,891 2,498 353,389

４　補助金 0 2,498 2,498

１　国県補助金 0 2,498 2,498

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１　資 本 的 千円 千円 千円

　　収　　入 298,342 101,643 399,985

５　出資金 0 101,643 101,643

１　他会計出資金 0 101,643 101,643

資本的収入及び支出

支　　　　出

平成２９年度新城市病院事業会計補正予算（第１号）説明書

平成２９年度新城市病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

資本的収入

収　　　　入
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 72,714

減価償却費 288,780

長期前払消費税償却 11,495

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,681

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,732

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 1,699

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 13,300

長期前受金戻入額 △ 237,144

受取利息及び受取配当金 △ 1,720

支払利息 71,670

固定資産除却費 5,601

有形固定資産売却損 1

有形固定資産売却益 △ 1

未収金の増減額（△は増加） 34,342

未払金の増減額（△は減少） 49,666

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,119

その他 △ 7,359

小計 132,150

利息及び配当金の受取額 1,720

利息の支払額 △ 71,670

業務活動によるキャッシュ・フロー 62,200

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 1

有形固定資産の取得による支出 △ 111,543

投資有価証券の取得による支出 △ 100,000

長期貸付金の貸付による支出 △ 10,200

国県補助金による収入 2,498

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 266,737

その他投資の取得による支出 △ 480

その他投資の回収による収入 138

投資活動によるキャッシュ・フロー 47,151

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 361,936

リース債務の支払による支出 △ 11,804

他会計からの出資による収入 84,016

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 289,724

   　資金増加額(又は減少額） △ 180,373

   　資金期首残高 1,925,044

   　資金期末残高 1,744,671

(平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

平成29年度新城市病院事業

予定キャッシュ・フロー計算書
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流 動 資 産 合 計 2,388,498

資 産 合 計 6,103,333

貸 倒 引 当 金 △ 2,032 606,275

貯 蔵 品 37,552

そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産

現 金 預 金 1,744,671

未 収 金 608,307

そ の 他 投 資
そ の 他 の 資 産 1,681

投資その他の資産合計 450,130

固 定 資 産 合 計 3,714,835

長 期 前 払 消 費 税 227,844

破 産 更 生 債 権 等 7,400

貸 倒 引 当 金 △ 7,400 0

長 期 貸 付 金 27,900

4,013ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計 4,013

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 199,905

減 価 償 却 累 計 額 △ 35,181 25,464

有 形 固 定 資 産 合 計 3,260,692

無 形 固 定 資 産

車 両 19,796

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,607 5,189

リ ー ス 資 産 60,645

減 価 償 却 累 計 額 △ 173,371 44,085

器 械 備 品 2,338,461

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,969,917 368,544

建 物 附 属 設 備 4,696,516

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,396,431 300,085

構 築 物 217,456

65,676

建 物 5,811,177

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,359,528 2,451,649

貸 倒 引 当 金 △ 7,200 20,700

平成２９年度新城市病院事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地
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負 債 資 本 合 計 6,103,333

利 益 剰 余 金 合 計 △ 3,368,392

剰 余 金 合 計 △ 3,365,799

資 本 合 計 2,783,336

2,593

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 126,183

当年度未処理欠損金 3,494,575

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 2,593

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計 3,319,997

資　　本　　の　　部

資 本 金 6,149,135

剰 余 金

長 期 前 受 金 1,293,830

収 益 化 累 計 額 △ 1,109,328

繰 延 収 益 合 計 184,502

123,596

そ の 他 流 動 負 債 17,621

流 動 負 債 合 計 706,863

繰 延 収 益

引 当 金

賞 与 引 当 金 106,122

法定福利費引当金 17,474

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計 273,131

リ ー ス 債 務 11,266

未 払 金 281,249

950,065

固 定 負 債 合 計 2,428,632

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 273,131

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 880,287

修 繕 引 当 金 69,778

引 当 金 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,464,451

企 業 債 合 計 1,464,451

リ ー ス 債 務 14,116

負　　債　　の　　部

固 定 負 債
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ・満期保有目的債券 償却原価法(定額法) 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

建物       定額法 

建物附属設備   定額法 

構築物      定額法 

器械備品     定額法 

車両       定額法 

・主な耐用年数 

建物       ７～３９年 

建物附属設備   ６～４０年 

構築物      ５～６０年 

器械備品     ２～２０年 

車両       ４～１０年 

（２）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額のうち、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当事業年度

末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消

費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等

償却を行なっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、１，１６３，３７０千円である。 

Ⅲ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。 

Ⅳ．その他の注記 

１ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、退職手当として１３３，８６２千円を支給するため、退職

給付引当金１３３，８６２千円を使用する。 

（２）賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当として３５３，５７９千円を支給するため、

賞与引当金１１２，７７３千円を使用する。 

（３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として６４，７４９千円を

支払うため、法定福利費引当金２２，６５３千円を使用する。 

（４）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、破産更生債権等３，０００千円を不納欠損とするため、貸

倒引当金３，０００千円を使用する。 

２ 新会計基準移行に係る経過措置 

（１）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。 

 

 




